
【平成２３年度　横浜市の予算規模】

　　　　　　　　平成２３年　　　　平成２２年　　　増▲減　　

一般会計　　　　1兆 3,899 億円　　1兆 3,604 億円　　296 億円

特別会計　　　　1兆 2,388 億円　　1兆 1,639 億円　　749 億円

公営企業会計　　　　6,094 億円　　　　5,755 億円　　338 億円

総　　　　計　　3兆 2,380 億円　　3兆　　998 億円　1,383 億円

　23 年度の一般会計の予算規模は、前年度に比べて2.2％増と2 年ぶりのプラス予算にな
っています。また、過去に借りた公的資金のうち金利が高いものを借り換えるための予算
を計上した影響で、全会計では、3 兆2,380 億円（対前年度4.5％増）と4 年ぶりのプラス
予算になっています。このうち一般会計予算について、歳入面では、大企業を中心とした
企業収益の回復などにより、市税の実収見込額（1 年間の実際の収入見込額）を前年度と
比べ129 億円の増収（1.9％増）と見込んでいます。なお、23 年度はこの増収額のうち30
億円を年度途中の補正予算の財源として留保し、様々な状況の変化に対応していきます。
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憲法にも規定されていて当たり前のようですが、 実は立
派で素晴らしいことです。横浜市の生活保護費は約１２０
０億円ですから、 なおさら強く感じます。生活保護費を受
給しなくても自立した生活ができるように支援することが
大切です。問題が発生して、 その対応に税金を使うので
はなく、 問題が発生しないように先に手を打ち対策したほ
うが、社会全体として少ない税負担で済むと思います。早
めの健康診断や予防接種のような考え方が、行政にも必
要なのではないでしょうか？

●持続可能な横浜市にしたい　
　子どもたちにツケを残さず持続可能な横浜市政にする
ためには、 徹底的に事務事業を見直し、 行政をスリム化
しなければなりません。また、 私個人は、 議員や職員の
数、 人件費を抑制すべきであると思いますが、 それぞれ
の仕事の成果や役割をしっかりと議論した上で断行しな
ければならないと考えています（横浜市会議員は９２人の
定数を６人削減し、 ８６人としました）。そして、 最終的に
は、 子どもや教育に投資して、 未来の横浜を担う健全な
社会人を育成することが重要だと思います。
　
　以上のような考え方のもと、 ３月１６日の横浜市会予算
委員会の総合審査で林市長に対し、 高齢者の孤立化な
ど「無縁社会」に対する横浜市の取り組みや、 「幼児教育
の充実」 「若者の就労支援」 を中心に質問する予定でし
た。しかし、かつてない大震災の発生により質問は中止と
なり、震災発生直後から、横浜市も支援物資や職員２００
人以上の派遣により、全力で被災地を応援しています。
私も自分が今できることを行動したいと思っています。　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　横浜市会議員　古川なおき

日差しは春でも風の冷たい日が多い３月です。
皆様お元気にお過ごしでしょうか。
　
●連日の予算審議は終了しました。
　さて、 横浜市会は平成２３年度予算審議が終わりまし
た。高度経済成長時代には豊かな財源を何に使うかを
決めることができましたが、今は景気が低迷し、生活保
護費や高齢化による医療費や介護費の増加、 さらには
多額の借金を抱えているために国も地方も限られた予
算の中でのやり繰りを強いられています。その上、家族
や地域での人間関係が希薄になり、 社会的な義務より
個々人の権利が主張され、社会的なつながりや規範意
識が徐々になくなり、 「無縁社会」の到来を招こうとして
います。財政が厳しい中、 人と人との人間関係が希薄
になれば、行政の仕事は増え、多額の税金が必要にな
ります。

●孤立化による弊害
　　「保育施策」 などは典型的な例です。昔は大家族で
祖父母が育児を手伝い、 地域社会も皆で子ども達を見
守っていましたので、 保育園も児童養護施設もそれほ
ど多く必要ありませんでした。しかし現在は多額の税金
で保育園を整備し続けても足りず、 待機児童が増えて
います。また、母親が孤立し、家族や親族にも誰にも相
談できない状況になり、最悪になると児童虐待が起きて
しまいます。その他、ニートや学級崩壊、孤独死など現
代社会特有の問題もあります。人間関係が希薄になれ
ばなるほど、人が孤立すればするほど様々な問題が発
生し、 行政に対するニーズが増えてしまいます。だから
こそ、 １０２号のレポートにも書かせていただきました
が、 「地域の絆をはぐくみ地域で支え合う社会の構築を
促進する条例」を提案させていただいたのです。

●何事も予防が大切　
　健康で元気な市民が増えれば財政も助かります。寝
たきりにならず健康に生活することは、 本人にとっても
幸せですし、医療費や介護費の税負担が減り、財政に
も寄与することになります。働いて税金を納めることは、
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